１２　大阪府の事業の活用状況について
（１）活用の有無及び活用したことがある事業【大阪府労働相談センター】
大阪府労働相談センターの事業を活用したことがある事業所は5.3％、活用したことがない事業所は94.7％となっている。
活用したことがある事業所を企業規模別にみると、「1,000人以上」が9.0%と最も高く、「10人～29人」が3.4%と最も低くなっている。
また、活用したことがある項目は、「電話による労働相談（月曜日から金曜日〔午前9時から12時15分、午後1時から6時〕）」が81.3%と最も高く、次いで「面談による労働相談」36.5%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 5.3 81.3 4.2 16.7 3.1 36.5 2.1 3.1 17.7 2.1 6.3 3.1 94.7

1,296 3.7 77.1 4.2 6.3 6.3 29.2 4.2 6.3 8.3 4.2 10.4 4.2 96.3

514 9.3 85.4 4.2 27.1 - 43.8 - - 27.1 - 2.1 2.1 90.7

10人～29人 383 3.4 76.9 7.7 - - 15.4 - - 7.7 - 7.7 - 96.6

30人～99人 505 4.8 70.8 4.2 8.3 8.3 37.5 4.2 8.3 4.2 4.2 8.3 4.2 95.2

100人～299人 394 5.1 80.0 5.0 10.0 5.0 40.0 5.0 5.0 15.0 5.0 10.0 10.0 94.9

300人～499人 102 4.9 60.0 - - - 60.0 - - - - - - 95.1

500人～999人 116 5.2 100.0 - - - 16.7 - - - - - - 94.8

1000人以上 310 9.0 92.9 3.6 42.9 - 42.9 - - 42.9 - 3.6 - 91.0

建設業 116 4.3 60.0 - - - 40.0 - - - - - 20.0 95.7

製造業 243 4.1 90.0 - 20.0 - 20.0 - - 10.0 - 10.0 - 95.9

電気・ガス・熱供給・水道業 6 - - - - - - - - - - - - 100.0

情報通信業 66 4.5 66.7 - - - 33.3 - - - - - - 95.5

運輸業、郵便業 99 10.1 70.0 - 10.0 - 30.0 - - - - 10.0 - 89.9

卸売業、小売業 360 6.7 91.7 4.2 45.8 - 58.3 - - 45.8 - - - 93.3

金融業、保険業 27 - - - - - - - - - - - - 100.0

不動産業、物品賃貸業 50 4.0 100.0 - - - - - - - - - - 96.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 3.6 66.7 - - - 33.3 - - 33.3 - - - 96.4

宿泊業、飲食サービス業 61 1.6 100.0 - - - - - - - - - - 98.4

生活関連サービス業、娯楽業 48 4.2 100.0 - - - 100.0 - - 50.0 - - - 95.8

教育、学習支援業 97 6.2 83.3 - - - 16.7 - - - - - - 93.8

医療、福祉 381 5.8 68.2 13.6 9.1 13.6 36.4 9.1 13.6 13.6 9.1 18.2 9.1 94.2

複合サービス事業 18 5.6 100.0 - - - - - - - - - - 94.4

サービス業 155 4.5 100.0 - - - 14.3 - - - - - - 95.5
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（２）興味の有無及び興味がある事業【大阪府労働相談センター】
大阪府労働相談センターの事業に興味がある事業所は37.8％、興味がない事業所は62.2％となっている。
興味がある事業所を企業規模別にみると、「500人～999人」が42.2%と最も高く、「10人～29人」が34.2%と最も低くなっている。
また、興味がある項目は、「電子メールによる労働相談」が60.4%と最も高く、次いで「電話による労働相談（月曜日から金曜日〔午前9時から12時15分、午後1時から6時〕）」59.9%の順となっている。
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1,810 37.8 59.9 44.6 60.4 47.1 52.9 36.0 33.5 48.0 36.8 58.8 23.4 62.2

1,296 37.9 59.7 41.8 58.7 43.6 53.4 32.4 31.8 47.3 34.4 57.8 21.8 62.1

514 37.5 60.6 51.8 64.8 56.0 51.8 45.1 37.8 49.7 43.0 61.1 27.5 62.5

10人～29人 383 34.2 61.8 44.3 60.3 42.7 52.7 24.4 26.7 42.0 41.2 61.1 21.4 65.8

30人～99人 505 39.6 59.5 40.0 56.0 44.0 54.0 34.0 30.5 43.0 32.5 54.5 23.0 60.4

100人～299人 394 37.8 57.0 40.3 61.7 43.6 49.7 34.9 34.9 47.0 35.6 53.7 20.1 62.2

300人～499人 102 39.2 60.0 40.0 55.0 37.5 62.5 32.5 42.5 55.0 40.0 55.0 22.5 60.8

500人～999人 116 42.2 65.3 51.0 73.5 49.0 59.2 38.8 38.8 73.5 40.8 65.3 30.6 57.8

1000人以上 310 37.1 60.0 57.4 62.6 64.3 49.6 53.9 39.1 51.3 38.3 68.7 27.8 62.9

建設業 116 30.2 48.6 42.9 54.3 34.3 42.9 31.4 28.6 51.4 37.1 51.4 20.0 69.8

製造業 243 32.9 52.5 42.5 58.8 50.0 48.8 43.8 23.8 48.8 32.5 42.5 21.3 67.1

電気・ガス・熱供給・水道業 6 50.0 66.7 33.3 100.0 100.0 66.7 - 33.3 66.7 33.3 33.3 66.7 50.0

情報通信業 66 34.8 56.5 43.5 78.3 60.9 60.9 17.4 8.7 39.1 34.8 39.1 17.4 65.2

運輸業、郵便業 99 31.3 58.1 32.3 64.5 38.7 48.4 22.6 29.0 29.0 25.8 48.4 25.8 68.7

卸売業、小売業 360 35.0 58.7 49.2 61.9 57.1 42.9 40.5 31.7 42.1 36.5 61.1 21.4 65.0

金融業、保険業 27 25.9 71.4 57.1 42.9 57.1 57.1 28.6 42.9 71.4 57.1 42.9 42.9 74.1

不動産業、物品賃貸業 50 38.0 73.7 63.2 63.2 47.4 52.6 31.6 42.1 57.9 52.6 78.9 26.3 62.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 42.2 54.3 37.1 62.9 42.9 51.4 22.9 20.0 48.6 42.9 42.9 11.4 57.8

宿泊業、飲食サービス業 61 37.7 47.8 30.4 43.5 39.1 52.2 39.1 34.8 47.8 39.1 60.9 26.1 62.3

生活関連サービス業、娯楽業 48 31.3 60.0 33.3 53.3 40.0 46.7 26.7 26.7 40.0 20.0 33.3 20.0 68.8

教育、学習支援業 97 43.3 54.8 31.0 54.8 35.7 45.2 28.6 28.6 47.6 35.7 61.9 21.4 56.7

医療、福祉 381 46.5 67.2 47.5 62.1 45.8 63.3 40.1 42.4 54.8 37.3 70.1 29.4 53.5

複合サービス事業 18 38.9 85.7 42.9 28.6 - 85.7 14.3 42.9 - 14.3 42.9 - 61.1

サービス業 155 39.4 62.3 52.5 62.3 49.2 57.4 41.0 45.9 50.8 44.3 70.5 21.3 60.6
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（３）活用の有無及び活用したことがある事業【府各種事業】
大阪府の各種事業を活用したことがある事業所は17.8％、活用したことがない事業所は82.2％となっている。
活用したことがある事業所を企業規模別にみると、「500人～999人」が35.3%と最も高く、「10人～29人」が7.0%と最も低くなっている。
また、活用したことがある項目は、「労働関係のイベントや各種セミナー」が70.8%と最も高く、次いで「大阪府障がい者雇用促進センター」45.3%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 17.8 70.8 45.3 9.9 1.9 0.9 21.1 82.2

1,296 15.8 71.2 39.0 13.7 2.9 1.0 21.5 84.2

514 22.8 70.1 56.4 3.4 - 0.9 20.5 77.2

10人～29人 383 7.0 66.7 33.3 11.1 7.4 - 11.1 93.0

30人～99人 505 15.4 78.2 23.1 12.8 2.6 1.3 23.1 84.6

100人～299人 394 21.3 70.2 52.4 11.9 1.2 2.4 21.4 78.7

300人～499人 102 19.6 70.0 35.0 15.0 - - 30.0 80.4

500人～999人 116 35.3 65.9 56.1 9.8 - - 9.8 64.7

1000人以上 310 23.2 68.1 62.5 2.8 1.4 - 26.4 76.8

建設業 116 14.7 76.5 41.2 17.6 - - 11.8 85.3

製造業 243 23.0 76.8 37.5 12.5 3.6 - 14.3 77.0

電気・ガス・熱供給・水道業 6 16.7 100.0 100.0 - - - 100.0 83.3

情報通信業 66 24.2 81.3 25.0 25.0 6.3 - 18.8 75.8

運輸業、郵便業 99 17.2 70.6 35.3 5.9 - - 11.8 82.8

卸売業、小売業 360 14.7 62.3 66.0 11.3 - - 24.5 85.3

金融業、保険業 27 11.1 33.3 66.7 - - - - 88.9

不動産業、物品賃貸業 50 8.0 50.0 75.0 - - - 25.0 92.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 18.1 66.7 46.7 6.7 - - 33.3 81.9

宿泊業、飲食サービス業 61 13.1 87.5 50.0 - - - 12.5 86.9

生活関連サービス業、娯楽業 48 16.7 75.0 87.5 - - - 25.0 83.3

教育、学習支援業 97 23.7 56.5 65.2 4.3 - - 17.4 76.3

医療、福祉 381 17.8 73.5 30.9 10.3 2.9 2.9 29.4 82.2

複合サービス事業 18 22.2 100.0 25.0 - - - 25.0 77.8

サービス業 155 18.7 69.0 41.4 6.9 3.4 3.4 17.2 81.3
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（４）興味の有無及び興味がある事業【府各種事業】
大阪府の各種事業に興味がある事業所は47.8％、興味がない事業所は52.2％となっている。
興味がある事業所を企業規模別にみると、「500人～999人」が56.9%と最も高く、「10人～29人」が42.6%と最も低くなっている。
また、興味がある項目は、「労働関係情報（ハラスメント、産休・育休等の啓発冊子・各種調査結果等）の提供」が76.0%と最も高く、次いで「労働関係のイベントや各種セミナー」55.7%の順となっている。
[image: image4.emf]1 2 3 4 5 6

興

味

が

あ

る

労

働

関

係

の

イ

ベ

ン

ト

や

各

種

セ

ミ

ナ

ー

大

阪

府

障

が

い

者

雇

用

促

進

セ

ン

タ

ー

中

小

企

業

人

材

支

援

セ

ン

タ

ー

中

核

人

材

雇

用

戦

略

デ

ス

ク

（

大

阪

府

プ

ロ

人

材

）

リ

ス

キ

リ

ン

グ

相

談

デ

ス

ク

労

働

関

係

情

報

（

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

、

産

休

・

育

休

等

の

啓

発

冊

子

・

各

種

調

査

結

果

等

）

の

提

供

件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 47.8 55.7 47.6 53.1 36.1 37.2 76.0 52.2

1,296 46.5 53.7 45.8 59.6 38.4 38.4 76.1 53.5

514 51.4 60.2 51.5 38.3 31.1 34.5 75.8 48.6

10人～29人 383 42.6 50.3 36.2 69.9 40.5 35.6 74.8 57.4

30人～99人 505 48.1 54.7 45.7 63.4 37.0 38.7 76.1 51.9

100人～299人 394 50.5 53.8 51.8 49.2 34.2 37.2 72.9 49.5

300人～499人 102 52.9 57.4 50.0 40.7 31.5 33.3 68.5 47.1

500人～999人 116 56.9 62.1 51.5 33.3 34.8 37.9 87.9 43.1

1000人以上 310 45.5 62.4 55.3 35.5 34.8 37.6 78.7 54.5

建設業 116 39.7 60.9 37.0 47.8 28.3 30.4 67.4 60.3

製造業 243 48.6 42.4 39.8 64.4 36.4 33.9 65.3 51.4

電気・ガス・熱供給・水道業 6 66.7 50.0 25.0 75.0 25.0 25.0 50.0 33.3

情報通信業 66 48.5 53.1 31.3 50.0 46.9 40.6 81.3 51.5

運輸業、郵便業 99 35.4 60.0 57.1 57.1 37.1 31.4 71.4 64.6

卸売業、小売業 360 45.0 59.9 49.4 51.9 32.1 34.0 75.3 55.0

金融業、保険業 27 33.3 77.8 55.6 44.4 33.3 33.3 66.7 66.7

不動産業、物品賃貸業 50 54.0 66.7 33.3 77.8 66.7 51.9 85.2 46.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 57.8 54.2 39.6 41.7 31.3 33.3 81.3 42.2

宿泊業、飲食サービス業 61 45.9 53.6 39.3 53.6 35.7 32.1 78.6 54.1

生活関連サービス業、娯楽業 48 37.5 55.6 44.4 50.0 33.3 27.8 77.8 62.5

教育、学習支援業 97 48.5 59.6 40.4 40.4 34.0 31.9 80.9 51.5

医療、福祉 381 55.4 52.1 61.6 50.7 37.0 46.4 81.5 44.6

複合サービス事業 18 44.4 50.0 87.5 - - 37.5 87.5 55.6

サービス業 155 47.1 67.1 39.7 60.3 41.1 34.2 74.0 52.9
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（５）活用の有無及び活用したことがある事業【府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校（ぎせんこう）】
府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校（ぎせんこう）の事業を活用したことがある事業所は5.5％、活用したことがない事業所は94.5％となっている。
活用したことがある事業所を企業規模別にみると、「500人～999人」が10.3%と最も高く、「10人～29人」が2.6%と最も低くなっている。
また、活用したことがある項目は、「無料職業紹介事業（企業から直接求人票の受理等）」が95.0%、次いで「在職者向けの短期職業訓練（テクノ講座）」12.0%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％

1,810 5.5 95.0 12.0 94.5

1,296 5.1 92.4 18.2 94.9

514 6.6 100.0 - 93.4

10人～29人 383 2.6 80.0 30.0 97.4

30人～99人 505 5.1 100.0 11.5 94.9

100人～299人 394 6.6 88.5 15.4 93.4

300人～499人 102 3.9 100.0 - 96.1

500人～999人 116 10.3 100.0 16.7 89.7

1000人以上 310 7.1 100.0 - 92.9

建設業 116 7.8 88.9 11.1 92.2

製造業 243 6.2 93.3 26.7 93.8

電気・ガス・熱供給・水道業 6 16.7 100.0 - 83.3

情報通信業 66 4.5 100.0 - 95.5

運輸業、郵便業 99 5.1 100.0 - 94.9

卸売業、小売業 360 5.8 100.0 4.8 94.2

金融業、保険業 27 - - - 100.0

不動産業、物品賃貸業 50 - - - 100.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 2.4 100.0 - 97.6

宿泊業、飲食サービス業 61 4.9 100.0 - 95.1

生活関連サービス業、娯楽業 48 2.1 100.0 - 97.9

教育、学習支援業 97 5.2 100.0 - 94.8

医療、福祉 381 7.3 89.3 17.9 92.7

複合サービス事業 18 - - - 100.0

サービス業 155 4.5 100.0 14.3 95.5

活
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区分
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所

数

複数回答有

令和６年（全体）
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業

規

模

産

業

分

類

労組なし

労組あり


（６）興味の有無及び興味がある事業【府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校（ぎせんこう）】
府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校（ぎせんこう）の事業に興味がある事業所は23.4％、興味がない事業所は76.6％となっている。
興味がある事業所を企業規模別にみると、「500人～999人」が28.4%と最も高く、「10人～29人」が20.1%と最も低くなっている。
また、興味がある項目は、「無料職業紹介事業（企業から直接求人票の受理等）」が86.5%、次いで「在職者向けの短期職業訓練（テクノ講座）」68.3%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％

1,810 23.4 86.5 68.3 76.6

1,296 23.7 88.6 66.1 76.3

514 22.6 81.0 74.1 77.4

10人～29人 383 20.1 92.2 63.6 79.9

30人～99人 505 22.2 83.9 75.0 77.8

100人～299人 394 24.9 90.8 60.2 75.1

300人～499人 102 21.6 81.8 81.8 78.4

500人～999人 116 28.4 90.9 57.6 71.6

1000人以上 310 26.1 79.0 74.1 73.9

建設業 116 20.7 91.7 62.5 79.3

製造業 243 28.8 85.7 67.1 71.2

電気・ガス・熱供給・水道業 6 33.3 50.0 100.0 66.7

情報通信業 66 15.2 100.0 70.0 84.8

運輸業、郵便業 99 23.2 87.0 60.9 76.8

卸売業、小売業 360 19.2 75.4 72.5 80.8

金融業、保険業 27 18.5 100.0 60.0 81.5

不動産業、物品賃貸業 50 26.0 92.3 92.3 74.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 18.1 93.3 73.3 81.9

宿泊業、飲食サービス業 61 21.3 100.0 53.8 78.7

生活関連サービス業、娯楽業 48 20.8 100.0 70.0 79.2

教育、学習支援業 97 15.5 73.3 73.3 84.5

医療、福祉 381 30.2 88.7 67.8 69.8

複合サービス事業 18 16.7 100.0 66.7 83.3

サービス業 155 23.2 86.1 63.9 76.8
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労組あり


（７）活用の有無及び活用したことがある事業【助成制度】
大阪府の助成制度を活用したことがある事業所は2.0％、活用したことがない事業所は98.0％となっている。
活用したことがある事業所を企業規模別にみると、「10人～29人」が3.7%と最も高く、「1,000人以上」が0.6%と最も低くなっている。

また、活用したことがある項目は、「大阪府奨学金返還支援制度導入促進支援金」が48.6%、次いで「大阪府スキルアップ支援金」40.5%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 2.0 48.6 40.5 13.5 13.5 98.0

1,296 2.3 53.3 33.3 16.7 13.3 97.7

514 1.4 28.6 71.4 - 14.3 98.6

10人～29人 383 3.7 50.0 42.9 14.3 - 96.3

30人～99人 505 1.8 66.7 22.2 22.2 22.2 98.2

100人～299人 394 2.0 25.0 50.0 12.5 25.0 98.0

300人～499人 102 1.0 - 100.0 - - 99.0

500人～999人 116 2.6 66.7 - - 33.3 97.4

1000人以上 310 0.6 50.0 100.0 - - 99.4

建設業 116 0.9 - 100.0 - - 99.1

製造業 243 2.5 16.7 33.3 16.7 33.3 97.5

電気・ガス・熱供給・水道業 6 - - - - - 100.0

情報通信業 66 - - - - - 100.0

運輸業、郵便業 99 4.0 50.0 50.0 25.0 - 96.0

卸売業、小売業 360 1.4 20.0 20.0 40.0 20.0 98.6

金融業、保険業 27 - - - - - 100.0

不動産業、物品賃貸業 50 - - - - - 100.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 1.2 - 100.0 - - 98.8

宿泊業、飲食サービス業 61 - - - - - 100.0

生活関連サービス業、娯楽業 48 - - - - - 100.0

教育、学習支援業 97 2.1 - 50.0 - 50.0 97.9

医療、福祉 381 4.5 76.5 41.2 5.9 5.9 95.5

複合サービス事業 18 - - - - - 100.0

サービス業 155 0.6 100.0 - - - 99.4

複数回答有

企

業
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模

産

業

分

類

区分
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数
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（８）興味の有無及び興味がある事業【助成制度】
大阪府の助成制度に興味がある事業所は33.4％、興味がない事業所は66.6％となっている。
興味がある事業所を企業規模別にみると、「30人～99人」が37.6%と最も高く、「1,000人以上」が27.4%と最も低くなっている。
また、興味がある項目は、「大阪府スキルアップ支援金」が87.3%、次いで「大阪府奨学金返還支援制度導入促進支援金」60.8%の順となっている。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 33.4 60.8 87.3 50.7 23.8 66.6

1,296 34.9 56.9 87.4 48.7 22.1 65.1

514 29.6 72.4 86.8 56.6 28.9 70.4

10人～29人 383 34.5 45.5 88.6 52.3 22.7 65.5

30人～99人 505 37.6 51.1 88.4 45.3 19.5 62.4

100人～299人 394 32.2 70.9 85.8 48.0 22.0 67.8

300人～499人 102 29.4 76.7 80.0 50.0 33.3 70.6

500人～999人 116 34.5 77.5 80.0 45.0 27.5 65.5

1000人以上 310 27.4 77.6 90.6 67.1 32.9 72.6

建設業 116 25.0 48.3 82.8 27.6 17.2 75.0

製造業 243 31.3 60.5 81.6 52.6 23.7 68.7

電気・ガス・熱供給・水道業 6 66.7 25.0 50.0 50.0 25.0 33.3

情報通信業 66 39.4 42.3 96.2 50.0 15.4 60.6

運輸業、郵便業 99 29.3 72.4 75.9 41.4 17.2 70.7

卸売業、小売業 360 27.8 70.0 87.0 62.0 20.0 72.2

金融業、保険業 27 18.5 80.0 100.0 80.0 40.0 81.5

不動産業、物品賃貸業 50 34.0 52.9 94.1 52.9 23.5 66.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 34.9 62.1 93.1 58.6 17.2 65.1

宿泊業、飲食サービス業 61 29.5 55.6 94.4 55.6 38.9 70.5

生活関連サービス業、娯楽業 48 31.3 66.7 86.7 40.0 33.3 68.8

教育、学習支援業 97 32.0 54.8 87.1 35.5 25.8 68.0

医療、福祉 381 47.0 60.3 89.4 48.0 27.9 53.0

複合サービス事業 18 16.7 100.0 33.3 33.3 33.3 83.3

サービス業 155 27.7 58.1 90.7 58.1 20.9 72.3
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（９）活用したことも興味もない理由
大阪府の事業について活用したことも興味もない事業所は34.6％となっている。
企業規模別にみると、「10人～29人」が40.5%と最も高く、「500人～999人」が23.3%と最も低くなっている。
また、活用したことも興味もない理由は、「存在を知らない、事業内容を知らない」が41.5%と最も高く、次いで「活用する余裕がない」17.1%の順となっており、「その他」では、「本社で対応している」や「社会保険労務士に任せている」と回答した事業所があった。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 34.6 41.5 17.1 13.9 7.5 16.4 6.4 5.6

1,296 35.4 42.3 19.2 14.6 8.3 17.4 4.8 4.1

514 32.7 39.3 11.3 11.9 5.4 13.7 10.7 9.5

10人～29人 383 40.5 42.6 18.7 12.9 5.2 16.8 2.6 3.9

30人～99人 505 33.9 42.1 18.7 17.0 10.5 17.5 3.5 2.9

100人～299人 394 33.0 43.1 18.5 11.5 9.2 20.0 7.7 4.6

300人～499人 102 29.4 36.7 20.0 13.3 6.7 10.0 6.7 10.0

500人～999人 116 23.3 40.7 14.8 18.5 7.4 22.2 7.4 11.1

1000人以上 310 36.8 38.6 10.5 12.3 4.4 10.5 14.0 10.5

建設業 116 38.8 46.7 8.9 11.1 2.2 13.3 6.7 11.1

製造業 243 31.7 39.0 16.9 14.3 13.0 23.4 5.2 3.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 33.3 - 100.0 - - 50.0 - -

情報通信業 66 34.8 43.5 8.7 17.4 8.7 13.0 4.3 8.7

運輸業、郵便業 99 42.4 50.0 14.3 16.7 - 14.3 - -

卸売業、小売業 360 40.8 41.5 14.3 12.9 3.4 10.9 6.8 7.5

金融業、保険業 27 51.9 35.7 - 28.6 21.4 - 21.4 7.1

不動産業、物品賃貸業 50 32.0 37.5 31.3 37.5 12.5 25.0 - 6.3

学術研究、専門・技術サービス業 83 22.9 47.4 21.1 21.1 5.3 21.1 5.3 15.8

宿泊業、飲食サービス業 61 34.4 33.3 14.3 4.8 - 19.0 4.8 -

生活関連サービス業、娯楽業 48 43.8 38.1 19.0 14.3 9.5 28.6 4.8 9.5

教育、学習支援業 97 30.9 46.7 20.0 3.3 16.7 13.3 6.7 6.7

医療、福祉 381 27.3 44.2 20.2 15.4 10.6 21.2 6.7 1.9

複合サービス事業 18 33.3 33.3 - - - - 16.7 -

サービス業 155 38.7 33.3 26.7 10.0 8.3 15.0 10.0 5.0
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（１０）公正採用選考人権啓発推進員制度の認知状況
公正採用選考人権啓発推進員制度の認知状況は、「知っている」と回答した事業所が50.3%となっている。
これを企業規模別にみると、「300人～499人」が67.6%と最も高くなっている。
[image: image10.emf]集計数

件 件 ％ 件 ％

1,810   911 50.3 899 49.7

1,296   624 48.1 672 51.9

514      287 55.8 227 44.2

10人～29人 383      85 22.2 298 77.8

30人～99人 505      256 50.7 249 49.3

100人～299人 394      261 66.2 133 33.8

300人～499人 102      69 67.6 33 32.4

500人～999人 116      77 66.4 39 33.6

1000人以上 310      163 52.6 147 47.4

建設業 116      54 46.6 62 53.4

製造業 243      143 58.8 100 41.2

電気・ガス・熱供給・水道業 6         4 66.7 2 33.3

情報通信業 66        39 59.1 27 40.9

運輸業、郵便業 99        47 47.5 52 52.5

卸売業、小売業 360      164 45.6 196 54.4

金融業、保険業 27        9 33.3 18 66.7

不動産業、物品賃貸業 50        24 48.0 26 52.0

学術研究、専門・技術サービス業 83        33 39.8 50 60.2

宿泊業、飲食サービス業 61        22 36.1 39 63.9

生活関連サービス業、娯楽業 48        20 41.7 28 58.3

教育、学習支援業 97        52 53.6 45 46.4

医療、福祉 381      205 53.8 176 46.2

複合サービス事業 18        12 66.7 6 33.3

サービス業 155      83 53.5 72 46.5

産

業

分

類

区分

知っている 知らない

令和６年（全体）

労組なし

労組あり

企

業

規
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（１１）府の事業を知るきっかけ
府の事業を知るきっかけは、「府のホームページ」が51.5%と最も高く、次いで「事業のチラシ」28.4%の順となっている。
「その他」では、「今回の労働関係調査」、「社会保険労務士からの紹介」や「市町村からの紹介」と回答した事業所があった。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 51.5 5.1 2.7 1.2 28.4 7.2 10.3 3.4

1,296 50.1 5.0 2.2 1.4 28.0 8.3 10.1 3.2

514 55.1 5.4 3.9 0.8 29.4 4.5 10.9 4.1

10人～29人 383 48.0 3.4 2.6 1.8 21.7 12.5 7.0 3.1

30人～99人 505 46.7 5.9 1.6 1.4 31.7 8.1 10.1 3.4

100人～299人 394 54.6 4.8 3.0 1.0 33.2 5.1 12.9 2.5

300人～499人 102 58.8 6.9 2.0 1.0 27.5 2.0 15.7 6.9

500人～999人 116 58.6 9.5 4.3 0.9 33.6 5.2 12.1 2.6

1000人以上 310 54.5 4.2 3.9 0.6 23.5 4.2 9.0 4.2

建設業 116 50.0 4.3 2.6 0.9 19.0 6.9 7.8 3.4

製造業 243 50.6 4.9 1.6 1.2 31.3 7.0 11.5 3.7

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 83.3 - - - 33.3 - 33.3 -

情報通信業 66 54.5 7.6 3.0 1.5 36.4 3.0 12.1 3.0

運輸業、郵便業 99 47.5 6.1 2.0 1.0 33.3 2.0 10.1 1.0

卸売業、小売業 360 41.4 5.0 2.8 1.4 26.1 6.9 11.4 4.4

金融業、保険業 27 59.3 - - - 7.4 3.7 7.4 -

不動産業、物品賃貸業 50 48.0 8.0 8.0 - 36.0 2.0 10.0 -

学術研究、専門・技術サービス業 83 65.1 3.6 3.6 1.2 22.9 12.0 12.0 3.6

宿泊業、飲食サービス業 61 45.9 4.9 1.6 3.3 27.9 11.5 16.4 1.6

生活関連サービス業、娯楽業 48 35.4 4.2 2.1 2.1 35.4 10.4 4.2 4.2

教育、学習支援業 97 58.8 5.2 2.1 - 32.0 9.3 10.3 6.2

医療、福祉 381 59.3 7.1 3.9 1.8 30.7 8.7 9.4 3.4

複合サービス事業 18 72.2 - 5.6 - 27.8 - 16.7 -

サービス業 155 51.0 1.9 0.6 - 23.9 6.5 7.1 3.2
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（１２）さらに府の事業を広く知ることができると思うきっかけ
さらに府の事業を広く知ることができるきっかけは、「SNSによる発信」が38.6%と最も高く、次いで「駅のポスター、電車の中吊り、アナウンス」28.1%の順となっている。
「その他」では、「メール配信」や「郵送」と回答した事業所があった。
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他

件 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 27.6 28.1 38.6 26.0 9.6 2.9

1,296 24.5 25.2 38.9 26.7 9.8 3.0

514 35.2 35.4 37.9 24.1 9.1 2.5

10人～29人 383 20.1 23.2 38.4 27.7 9.9 3.7

30人～99人 505 25.5 24.4 36.6 27.9 11.5 2.6

100人～299人 394 28.9 27.2 37.6 26.4 8.4 2.8

300人～499人 102 34.3 35.3 42.2 26.5 12.7 1.0

500人～999人 116 25.9 34.5 46.6 25.0 10.3 0.9

1000人以上 310 36.8 36.5 39.4 20.3 6.5 3.9

建設業 116 23.3 26.7 37.9 25.9 6.0 1.7

製造業 243 24.7 26.3 36.6 32.1 10.3 2.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 16.7 33.3 66.7 16.7 16.7 16.7

情報通信業 66 39.4 45.5 28.8 22.7 7.6 1.5

運輸業、郵便業 99 22.2 23.2 33.3 27.3 17.2 2.0

卸売業、小売業 360 27.5 28.3 38.1 19.4 8.6 1.9

金融業、保険業 27 29.6 22.2 37.0 25.9 3.7 -

不動産業、物品賃貸業 50 32.0 24.0 42.0 24.0 12.0 6.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 45.8 48.2 36.1 21.7 7.2 3.6

宿泊業、飲食サービス業 61 34.4 24.6 34.4 18.0 6.6 -

生活関連サービス業、娯楽業 48 25.0 20.8 29.2 25.0 6.3 4.2

教育、学習支援業 97 26.8 23.7 42.3 19.6 9.3 6.2

医療、福祉 381 23.4 23.4 45.7 32.3 11.8 2.6

複合サービス事業 18 27.8 33.3 27.8 33.3 5.6 5.6

サービス業 155 31.6 35.5 36.8 26.5 8.4 4.5

企

業

規

模

産

業

分

類

複数回答有

区分

 

事

業

所

数

令和６年（全体）

労組なし

労組あり



